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業務運営の効率化に関する事項  

1．効率的な業務運営体制に関する事項  

業務の合理化及び効率化を図るため、お客様   

と直接接する年金事務所等一線の職員の声の収   

集などにより、常に業務の手順を点検する。ま   

た、業務の標準化を進め、業務処理要領等に反   

映させる。   

○各都道府県単位で設置している事務センターにおいて処理することとされている事業主や受給   

者の方からの各種の届出書類や申請書類の処理業務について、現場職員からの意見を踏まえ、   

当分の間、年金事務所において一定の業務処理を行った方が円滑かつ迅速に処理できると判断   

される場合には、お客様に対する迅速なサービス提供を行うという観点から、年金事務所にお   

いて処理することが可能となるよう業務処理要領（マニュアル）を改正しました。  

○平成22年1月に、職員からサービス改善・業務改善のための具体的な提案を募集する「職員提   

案制度実施要領」を制定■施行し、3月末時点で54件の提案を受け付け、そのうち1月に受け   

付けた11件について評価を行いました。（再掲）  

○また、事務処理誤りの再発を防止するため、全職員に対し、平成21年度に生じた事務処理誤   

りの事象を周知し、注意喚起と啓発を図るとともに、平成22年3月3日から31日までの問、   

再発防止策に係る意見募集を実施しました。意見募集の結果、職員から304件の提案が寄せら   

れ、今後、これらの提案をもとに事務処理誤り再発防止のための総合対策を取りまとめる予定   

としています。   
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3．外部委託の推進に関する事項   

ア 納付督励等の外部委託について引き続き推   

進するとともに、新たに、平成22年1月から、   

年金相談センターの業務を全国社会保険労務   

士会連合会へ委託する。   

イ 業務の性格に応じ、総合評価落札方式や企  

画競争を活用するとともに、提案依頼書の作  

成・提示や標準チェックリストに基づく事前  

審査、会計監査による事後確認等を行い、委  

託業者を適切に選定する。   

り 委託業者とサービス品質に関する合意を締  

結するとともに、委託業者からの定期的な報  

告や必要に応じた立入検査の実施等により的  

確にモニタリングを実施し、委託業者の業務  

内容を適正に管理・監視する。   

エ 効率化を図ることができる場合には、積極  

的に複数年契約を活用する。  

O「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画（平成20年了月29日閣議決定）」に基づき、   

業務の外部委託を行いました。   

旧社会保険庁において外部委託を行っていた業務について引き続き外部委託を行うとともに、   

新たに平成22年1月から、全国51か所の年金相談センターにおける相談業務を全国社会保険   

労務士会連合会へ委託しました。（なお、年金相談センターの外部委託に伴い、機構設立時の職   

員定数を、旧社会保険庁における定員に比べ、正規職員110名、有期雇用職員310名削減して   

います。）  

○また、国民年金保険料に係る納付督励業務については全ての年金事務所において、免除勧奨業   

務については127か所の年金事務所において、市場化テストによる外部委託を行いました。   

○旧社会保険庁から引き継いだ契約を含め、機構が締結した外部委託契約232件のうち、業者の   

選定について総合評価落札方式を活用したものは、年金電話相談業務や国民年金保険料の納付   

督励・免除勧奨業務など16件、企画競争を活用したものは1件となっています。機構発足後に   

新たに締結した外部委託契約5件については、ノウハウや専門的な知識や高い技術力を必要と   

する外部委託ではなかったため最低価格落札方式で行いました。なお、委託業者を選定するに   

あたっては、外部委託規程等に定めた手順により、チェックリストに基づき事前審査を行い、   

委託業者を適切に選定しました。   

○サービス品質に関しては、標準仕様書に記載し、標準契約書において、委託業者と合意（サー   

ビスレベルアグリーメント）を締結しました。また、外部委託契約の内容に応じ、日次、週次   

等定期的な報告を求めています。なお、立入検査を実施した事例はありませんでした。   

○旧社会保険庁から引き継いだ契約を含め機構が締結した外部委託契約のうち複数年契約を行つ   

たものは、年金電話相談業務、厚生年金保険▼健康保険関係届書パンチ委託業務、国民年金及   

び健康保険・厚生年金保険の共同処理委託など190件となっています。   
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4．社会保険オンラインシステムの見直しに関す   

る事項  

新しい年金制度の検討状況を踏まえつつ、   

「社会保険業務の業務・システム最適化計画」  

く平成18年3月厚生労働省）の基本的な理   

念に沿って、社会保険オンラインシステムの  

見直しに取り組む。   

○社会保険オンラインシステムの刷新については、平成18年3月に策定した最適化計画に基づ   

き、旧社会保険庁において、記録管理システム及び基礎年金番号管理システムについて、平成  

19年3月までに基本設計を行いました。その後、年金記録問題の解決が大きな課題となり、年   

金記録問題検証委員会報告書において、現行システムの機能に係る同委員会の検証結果を今   

後の設計、開発及び運用に反映することや、第三者的立場にある機関による点検・評価を受け   

ること等の指摘を受けました。   

これを受けて、内閣に設置された社会保険オンラインシステム最適化評価ワーキンググループ   

（以下「WG」という。）による専門的な点検・評価を受け、詳細設計の前に対応すべ皇優先的   

課題に関し、①基本設計の修正②データ移行方式検討③アーキテクチャ設計（※16）及びプラ   

ットフォーム（※17）性能検証を基本設計補完工程として実施することとし、平成20年12月   

にWGから電子政府評価委員会に対して、その旨が報告され、同月に「詳細設計の前に業務プ   

ロセスの見直しを反映した基本設計の修正を行うこととするなど、最適化の進め方を見直す。」   

旨の改定電子政府推進計画が決定されました。  

≪用語解説≫  

（※16）システム全体のシステムの構造を規定し、設計原則を表したものの確定、業務の処理構造の  

設計ルールを定めたもの、共通の機能をもったプログラムの部品を定義するためのルールの  

確定、共通に使用する機能を定義したものの設計。  

（※1了）ハードウェアの種類及び特定の目的のために設計されたソフトウェアを動作させる際の基盤  

となるコンピュータシステム全体を管理するソフトウェアの種類や環境、設定等。   



○これを踏まえ、旧社会保険庁において、平成21年3月、基本設計補完業務として、①基本設計   

補完業務（業務ソフトウェア）②アーキテクチャ設計及びプラットフォーム性能検証等業務③   

基本設計補完業務のエ程管理支援業務について調達仕様書真に対する意見招請を実施しました   

が、新システムの業務要件に関する疑義や業務要件の一層の明確化を求める意見等に対し、改   

めて業務要件の詳細な点検を行い、調達仕様書案の見直しを実施しました。また、WGの指摘   

を踏まえたデータ移行方式検討に先立って行うこととした現行システムのデータベース調査に   

ついて、調査環境の構築等に係る調達を実施しました。  

○社会保険庁廃止及び機構設立後の社会保険オンラインシステムに係る開発体制については、厚   

生労働省は保有者としての責任、管理運営責任を果たすために必要な管理指導等を行い、機構   

はシステム開発等に係る一連の実務等を行うといった役割分担の整理を行いました。  

○機構設立後の平成22年1月以降においては、新しい年金制度の検討状況を踏まえつつ、当初予   

定していた基本設計補完工程のうち、年金制度改革の如何にかかわらず必要と考えられるシス   

テムの基本共通部分の開発を進めるための調達仕様書の再度の見直しを実施しました。   




